
○「地域建設業経営強化融資制度について」の一部改正新旧対照表 

 

○「地域建設業経営強化融資制度について」（平成20年10月17日国官会第1254号、国地契第33号、国総建第196号、国総建整第153号） 

改     正     案 現          行 

記 

 

１ 本制度の概要 

本制度は、公共工事を受注・施工している中小・中堅元請建設業者（原則とし

て資本の額若しくは出資の総額が20億円以下又は常時使用する従業員の数が15

00人以下の建設業者とし、以下「中小・中堅元請建設業者」という。）が、支出

負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（以下「発注者」という。）の承諾

（工事請負契約書（「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月30日付

け建設省厚契発第25号）､「工事標準請負契約書について（依命通達）」（平成

８年３月１日付け官会第261号）又は「官庁営繕部所掌の工事に係る工事請負契

約書の制定について」（平成７年９月５日付け建設省営管発第556号）によるも

のをいう。以下同じ。）第５条第１項ただし書に規定する「発注者の承諾」をい

う。）を得て記６に規定する債権譲渡先（以下「債権譲渡先」という。）に譲渡

した工事請負代金債権を担保として、債権譲渡先が中小・中堅元請建設業者（記

６を除き、以下「受注者」という。）に対して当該工事に係る融資を行うもので

あり、債権譲渡先が融資を行うに当たって金融機関から借り入れる転貸融資資金

については、一般財団法人建設業振興基金が債務保証を行うことができるものと

する。また、債権譲渡先の転貸融資と併せて金融機関が受注者に対して当該工事

に係る融資を行う場合に、保証事業会社が公共工事の前払金保証事業に関する法

律第19条第１号の規定に基づき、記10に規定する保証範囲内において金融保証

を行うことができるものとする。 

 

６ 債権譲渡先 

債権譲渡先は、事業協同組合（事業協同組合連合会等を含む。以下同じ。）又

は建設業の実務に関して専門的な知見を有すること、本制度に係る中小・中堅元

請建設業者への貸付事業を確実に実施できる財産的基盤及び信用を有すること

等の要件を満たす者として一般財団法人建設業振興基金が被保証者として適当

と認める民間事業者であって、中小・中堅元請建設業者への資金供給の円滑化に

資する資金の貸付事業（中小・中堅建設企業に対する電子記録債権（電子記録債

記 

 

１ 本制度の概要 

本制度は、公共工事を受注・施工している中小・中堅元請建設業者（原則とし

て資本の額又は出資の総額が20億円以下又は常時使用する従業員の数が1500

人以下の建設業者とし、以下「中小・中堅元請建設業者」という。）が、支出負

担行為担当官又は分任支出負担行為担当官（以下「発注者」という。）の承諾（工

事請負契約書（「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月30日付け建

設省厚契発第25号）､「工事標準請負契約書について（依命通達）」（平成８年

３月１日付け官会第261号）又は「官庁営繕部所掌の工事に係る工事請負契約書

の制定について」（平成７年９月５日付け建設省営管発第556号）によるものを

いう。以下同じ。）第５条第１項ただし書に規定する「発注者の承諾」をいう。）

を得て記６に規定する債権譲渡先（以下「債権譲渡先」という。）に譲渡した工

事請負代金債権を担保として、債権譲渡先が中小・中堅元請建設業者（記６を除

き、以下「受注者」という。）に対して当該工事に係る融資を行うものであり、

債権譲渡先が融資を行うに当たって金融機関から借り入れる転貸融資資金につ

いては、一般財団法人建設業振興基金が債務保証を行うことができるものとす

る。また、債権譲渡先の転貸融資と併せて金融機関が受注者に対して当該工事に

係る融資を行う場合に、保証事業会社が公共工事の前払金保証事業に関する法律

第19条第１号の規定に基づき、記10に規定する保証範囲内において金融保証を

行うことができるものとする。 

 

６ 債権譲渡先 

債権譲渡先は、事業協同組合等（事業協同組合（事業協同組合連合会等を含む。）

又は特例民法法人である建設業者団体をいう。以下同じ。）又は建設業の実務に

関して専門的な知見を有すること、本制度に係る中小・中堅元請建設業者への貸

付事業を確実に実施できる財産的基盤及び信用を有すること等の要件を満たす

者として一般財団法人建設業振興基金が被保証者として適当と認める民間事業

者であって、中小・中堅元請建設業者への資金供給の円滑化に資する資金の貸付



 

 

 

権法（平成１９年法律第１０２号）第２条第１項に規定する電子記録債権をいう。

以下同じ。）の発行及び特定目的会社に対する電子記録債権発行に関する指示を

含む。）を行う者とする。 

なお、債権譲渡先として想定される事業協同組合又は民間事業者の名簿につい

ては、別途連絡する。 

 

附 則 

 この通達は、平成20年11月４日から適用することとし、平成28年３月末日まで

の間に限り効力を有するものとする。 

 

事業を行う者とする。 

なお、債権譲渡先として想定される事業協同組合等又は民間事業者の名簿につ

いては、別途連絡する。 

 

 

 

附 則 

 この通達は、平成20年11月４日から適用することとし、平成27年３月末日まで

の間に限り効力を有するものとする。 

 


